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　人事労務管理は社員の雇用や働き方だけでなく、経営にも直結する重要な仕事ですが、制度に慣れてい
ない人には聞き慣れないような専門用語や、概念的でわかりにくい内容がたくさんあります。そこで本連
載では、人事部門に初めて配属になった方はもちろん、ある程度経験を積んだ方も、担当者なら押さえて
おきたい人事労務関連の基本知識や用語についてわかりやすく解説します。
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第58回

今
回
は
、
労
働
生
産
性
と
労
働
分
配
率
に
つ
い
て
取

り
上
げ
ま
す
。
両
方
と
も
人
事
の
主
要
テ
ー
マ
で
あ
る

賃
金
水
準
や
働
き
方
に
密
接
に
か
か
わ
る
指
標（
判
断・

評
価
の
基
準
や
目
安
）
で
す
。

労
働
生
産
性
は
労
働
者
の
成
果
を

指
標
化
し
た
も
の

ま
ず
は
、
労
働
生
産
性
か
ら
み
て
い
き
ま
す
が
、
労

働
生
産
性
の
定
義
の
前
に
そ
も
そ
も
生
産
性
と
は
何
か

に
つ
い
て
確
認
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

日
本
の
生
産
性
向
上
の
推
進
活
動
を
行
っ
て
い
る
公

益
財
団
法
人
日
本
生
産
性
本
部
に
よ
る
と
生
産
性
の
代

表
的
な
定
義
を
「
生
産
諸
要
素
の
有
効
利
用
の
度
合
い

で
あ
る
」
と
し
、
あ
る
モ
ノ
を
つ
く
る
産
出
に
あ
た
り

投
入
す
る
生
産
諸
要
素
が
ど
れ
だ
け
効
果
的
に
使
わ
れ

て
い
る
か
を
割
合
で
示
し
た
も
の
が
生
産
性
と
説
明
し

て
い
ま
す
。
算
式
で
あ
ら
わ
す
と
「
生
産
性
＝
産
出

（output
）÷
投
入
（input

）」と
な
り
ま
す
。
こ
こ

で
ポ
イ
ン
ト
に
な
る
生
産
諸
要
素
と
は
何
か
で
す
が
、

モ
ノ
を
つ
く
る
際
に
必
要
と
な
る
機
械
設
備
、
土
地
、

建
物
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
原
材
料
、
そ
し
て
人
が
行
う
労

働
な
ど
に
な
り
ま
す
。

労
働
生
産
性
は
、
投
入
す
る
生
産
諸
要
素
を
労
働
の

視
点
か
ら
と
ら
え
た
も
の
で
※１
、
労
働
者
１
人
あ
た
り
、

あ
る
い
は
労
働
１
時
間
あ
た
り
で
ど
れ
だ
け
成
果
を
生

み
出
し
た
か
を
示
す
も
の
で
す
。
同
じ
労
働
量
で
多
く

の
モ
ノ
を
生
産
し
た
り
、
少
な
い
労
働
量
で
同
じ
量
の

モ
ノ
を
生
産
す
る
と
労
働
生
産
性
が
向
上
し
た
状
態
と

い
え
ま
す
が
、
こ
れ
ら
を
測
る
た
め
に
は
、
お
も
に
二

つ
の
方
法
が
あ
る
と
し
て
い
ま
す
。

・�

物
的
生
産
性
…
産
出
部
分
を
生
産
す
る
モ
ノ
の
大

き
さ
や
重
さ
、
あ
る
い
は
個
数
な
ど
と
い
っ
た
物

量
に
し
た
も
の

・�

付
加
価
値
生
産
性
…
産
出
部
分
を
企
業
が
新
し
く

生
み
出
し
た
金
額
ベ
ー
ス
の
価
値
＝
付
加
価
値
額
※２

に
し
た
も
の

先
ほ
ど
の
算
式
に
あ
て
は
め
る
と
、
「
労
働
生
産
性
＝

産
出
（
生
産
量
／
付
加
価
値
額
）
÷
投
入
（
労
働
者

数
×
労
働
時
間
）」で
労
働
者
１
時
間
あ
た
り
の
生
産

性
を
測
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

こ
の
労
働
生
産
性
で
す
が
、
他
国
と
比
較
し
て
低
い

こ
と
が
し
ば
し
ば
報
道
等
で
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。
日

本
生
産
性
本
部
が
公
表
し
て
い
る
『
労
働
生
産
性
の
国

際
比
較
２
０
２
４
』
と
い
う
資
料
を
参
照
す
る
と
、
２
０

２
３（
令
和
５
）年
の
日
本
の
１
時
間
あ
た
り
労
働
生
産

性（
付
加
価
値
生
産
性
）は
56
・
８
ド
ル
で
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
※３

加
盟
38
カ
国
中
29
位
と
い
う
状
況
で
す
。
主
要
先
進
７

カ
国
※４
で
順
位
を
比
較
し
た
グ
ラ
フ
で
経
年
を
確
認
し

て
も
、
１
９
７
０（
昭
和
45
）年
以
降
日
本
は
最
下
位
、

ま
た
２
０
１
８（
平
成
30
）年
21
位
だ
っ
た
も
の
が
２
０

２
２
年
に
は
31
位（
２
０
２
３
年
29
位
）と
近
年
の
落

ち
込
み
が
大
き
い
の
が
気
に
な
る
と
こ
ろ
で
す
。
ま
た
、

「労働生産性・労働分配率」

※１　�このほかの生産性には、資本の視点からとらえた「資本生産性」や投入した生産諸要素すべてに対してどのくらい生産されたかの視点でとらえた「全要素生産性」が
ある

※２　付加価値とは、生産額（売上高）から原材料費や外注加工費、機械の修繕費、動力費など外部から購入した費用を除いたもの
※３　経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development）。国際的な経済協力と発展を目的とした政府間組織のこと
※４　米国・フランス・ドイツ・イタリア・英国・カナダ・日本が対象
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同
資
料
に
一
人
あ
た
り
労
働
生
産
性
比
較
も
あ
り
ま
す

が
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
38
カ
国
中
32
位
と
い
う
状
況
で
、

日
本
の
労
働
生
産
性
は
指
摘
の
通
り
“
低
い
”
と
い
え

ま
す
。

労
働
分
配
率
は
人
件
費
へ
の
還
元
度
合
い
を

指
標
化
し
た
も
の

次
に
、労
働
分
配
率
に
つ
い
て
み
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

労
働
分
配
率
は
、「
付
加
価
値
額
に
占
め
る
人
件
費
の

割
合
」で
、
労
働
に
よ
っ
て
生
み
出
さ
れ
た
価
値
が
従

業
員
に
ど
の
程
度
還
元
さ
れ
て
い
る
か
を
示
し
た
も
の

で
す
。
こ
こ
で
の
人
件
費
に
は
、
従
業
員
の
基
本
的
な

賃
金
で
あ
る
給
与
・
賞
与
の
ほ
か
、
退
職
金
や
法
定
福

利
費（
社
会
保
険
料
、
労
働
保
険
料
等
）、福
利
厚
生
費

（
健
康
診
断
費
用
、
慶
弔
見
舞
金
、
懇
親
会
費
な
ど
会

社
が
独
自
に
取
り
組
む
福
利
厚
生
の
費
用
）、教
育
研

修
費
、
役
員
報
酬
な
ど
従
業
員
を
雇
用
す
る
に
あ
た
り

か
か
る
費
用
の
す
べ
て
が
含
ま
れ
ま
す
。

算
式
で
示
す
と
、「
労
働
分
配
率
＝
人
件
費
÷
付
加

価
値
額
」で
示
す
こ
と
が
で
き
ま
す
が
、
労
働
分
配
率

の
見
方
に
つ
い
て
は
、
労
働
生
産
性
の
よ
う
に「
高
い

状
態
＝
望
ま
し
い
状
態
」に
は
必
ず
し
も
な
ら
な
い
点

に
注
意
が
必
要
で
す
。労
働
分
配
率
が
高
い
場
合
に
は
、

人
件
費
の
還
元
度
合
い
が
高
い（
望
ま
し
い
）と
付
加

価
値
額
が
小
さ
い（
望
ま
し
く
な
い
）の
両
方
の
状
況

が
考
え
ら
れ
る
か
ら
で
す
。
同
様
に
、
労
働
分
配
率
が

低
い
場
合
に
は
、
付
加
価
値
額
が
大
き
い（
望
ま
し
い
）

と
人
件
費
が
抑
制
さ
れ
て
い
る（
望
ま
し
く
な
い
）の

両
方
の
状
況
が
考
え
ら
れ
ま
す
。
こ
れ
は
、
企
業
規
模

別
に
比
較
す
る
と
顕
著
で
、
統
計
上
の
賃
金
水
準
は
小

規
模
企
業
や
中
規
模
企
業
に
比
べ
て
大
規
模
企
業
が
高

い
※５
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
図
表
に
あ
る
よ
う
に
労
働
分

配
率
は
大
規
模
企
業
が
も
っ
と
も
低
い
数
値
で
あ
る
こ

と
か
ら
も
み
ら
れ
ま
す
。
こ
れ
は
、
大
企
業
の
付
加
価

値
額
が
も
っ
と
も
高
い
こ
と
に
起
因
し
て
い
ま
す
。

し
か
し
、『
令
和
５
年
版
労
働
経
済
の
分
析
』（
厚
生

労
働
省
）に
、「
１
９
９
６
～
２
０
０
０
年
で
は
諸
外

国
と
比
べ
て
も
比
較
的
高
い
水
準
で
あ
っ
た
我
が
国
の

労
働
分
配
率
は
、
こ
こ
20
年
間
、
一
貫
し
て
低
下
傾
向

で
推
移
し
、
２
０
１
６
～
２
０
２
０
年
に
は
、
主
要
国

で
最
も
低
く
な
っ
て
い
る
」と
の
記
載
が
あ
る
通
り
、

他
国
と
比
べ
て
労
働
生
産
性
が
低
く
生
み
出
さ
れ
る
付

加
価
値
額
が
小
さ
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
労
働
分
配
率
も

低
い
と
い
う
実
態
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
近

年
の
賃
上
げ
議
論
の
な
か
で
出
て
く
る
、
企
業
の
従
業

員
に
対
す
る
人
件
費
の
還
元
は
十
分
で
は
な
い
と
い
う

指
摘
は
十
分
妥
当
性
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

一
方
、
労
働
生
産
性
が
低
い
ま
ま
労
働
分
配
率
を
上

昇
さ
せ
る
だ
け
で
は
企
業
経
営
の
面
か
ら
い
つ
か
限
界

が
来
ま
す
。
労
働
分
配
率
を
無
理
の
な
い
水
準
に
保
ち

つ
つ
、
人
件
費
の
還
元
を
増
や
す
た
め
に
は
、
日
本
が

遅
れ
て
い
る
と
い
わ
れ
て
い
る
収
益
性
の
高
い
事
業
へ

の
シ
フ
ト
や
Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
た
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
効
率

化
、
働
き
方
改
革
に
よ
る
労
働
時
間
の
短
縮
化
な
ど
の

労
働
生
産
性
向
上
の
取
組
み
が
不
可
欠
に
な
り
ま
す
。

次
回
は
、「
組
織
」に
つ
い
て
取
り
上
げ
ま
す
。

※５　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」からも小規模企業・中規模企業に比べ、大規模企業の賃金が高いことが確認できる

出典：中小企業庁「2022年版中小企業白書」

図表　�労働分配率の推移

資料 : 財務省「法人企業統計調査年報」
（注）１．ここでいう大企業とは資本金10億円以上、中規模企業とは資本金1千万円以上1億円未満、小規模企業とは資本金1千万円未満。

２．ここでいう労働分配率とは付加価値額に占める人件費とする。
３．�付加価値額＝営業純益（営業利益－支払利息等）＋人件費（役員給与＋役員賞与＋従業員給与＋従業員賞与＋福利厚生費）＋支払利息等＋動産・
不動産賃借料＋租税公課。

４．金融業、保険業は含まれていない。
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